
［８］ 危険な区域の除外

第33条第１項第８号法 律

八 主として、自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為以外の開発行為に

あっては、開発区域内に建築基準法第39条第１項の災害危険区域、地すべり等防止法（昭和33年法

律第30号）第３条第１項の地すべり防止区域、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進

に関する法律（平成12年法律第57号）第９条第１項の土砂災害特別警戒区域及び特定都市河川浸水被

害対策法（平成15年法律第77号）第56条第１項の浸水被害防止区域（次条第８号の２において「災害

危険区域等」という ）その他政令で定める開発行為を行うのに適当でない区域内の土地を含まない。

こと。ただし、開発区域及びその周辺の地域の状況等により支障がないと認められるときは、この限

りでない。

政 令

（法第33条第１項第８号の政令で定める区域）

【第23条の２】 法第33条第１項第８号（法第三十五条の二第四項において準用する場合を含む ）の政。

令で定める開発行為を行うのに適当でない区域は、急傾斜地崩壊危険区域（急傾斜地の崩壊による災害

の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第３条第１項の急傾斜地崩壊危険区域をいう。第29条の７

及び第29条の９第３号において同じ ）とする。。

非自己用である開発行為の開発区域内には、災害危険区域、地すべり防止区域、土砂災害特別警戒区域、浸

水被害防止区域、急傾斜地崩壊危険区域等の土地を含まないことが必要となる。

◎ 危険な区域の定義と規制内容

( ) 災害危険区域1

建築基準法

（災害危険区域）

【第39条】 地方公共団体は、条例で、津波、高潮、出水等による危険の著しい区域を災害危険区域とし

て指定することができる。

福島県建築基準法施行条例

（災害危険区域内における建築の禁止）

【第43条の12】 災害危険区域内においては、居室を有する建築物は、建築してはならない。ただし、次

の各号のいずれかに該当する場合であって知事が安全上支障がないと認めて許可したときは、この限り

でない。

一 建築物の主要構造部を鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造とする場合

二 急傾斜地の崩壊に対する防護施設又は防止施設を講じた場合



( ) 地すべり防止区域内の行為の制限2

地すべり等防止法

（地すべり防止区域の指定）

【第３条】 主務大臣は、この法律の目的を達成するため必要があると認めるときは、関係都道府県知事

の意見をきいて、地すべり区域（地すべりしている区域又は地すべりするおそれのきわめて大きい区域

をいう。以下同じ ）及びこれに隣接する地域のうち地すべり区域の地すべりを助長し、若しくは誘発。

し、又は助長し、若しくは誘発するおそれのきわめて大きいもの（以下これらを「地すべり地域」と総

称する ）であつて、公共の利害に密接な関連を有するものを地すべり防止区域として指定することが。

できる。

（行為の制限）

【第18条】 地すべり防止区域内において、次の各号の一に該当する行為をしようとする者は、都道府県

知事の許可を受けなければならない。

一 地下水を誘致し、又は停滞させる行為で地下水を増加させるもの、地下水の排水施設の機能を阻害

する行為その他地下水の排除を阻害する行為（政令で定める軽微な行為を除く ）。

二 地表水を放流し、又は停滞させる行為その他地表水のしん透を助長する行為（政令で定める軽微な

行為を除く ）。

三 のり切又は切土で政令で定めるもの

四 ため池、用排水路その他の地すべり防止施設以外の施設又は工作物で政令で定めるもの（以下「他

の施設等」という ）の新築又は改良。

五 前各号に掲げるもののほか、地すべりの防止を阻害し、又は地すべりを助長し、若しくは誘発する

行為で政令で定めるもの

( ) 土砂災害特別警戒区域内の特定開発行為の制限3

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律

（土砂災害特別警戒区域）

【第９条】 都道府県知事は、基本指針に基づき、警戒区域のうち、急傾斜地の崩壊等が発生した場合に

は建築物に損壊が生じ住民等の生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれがあると認められる土地の区

域で、一定の開発行為の制限及び居室（建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第４号に規定する

居室をいう。以下同じ ）を有する建築物の構造の規制をすべき土地の区域として政令で定める基準に。

該当するものを、土砂災害特別警戒区域（以下「特別警戒区域」という。）として指定することができる。

（特定開発行為の制限）

【第10条】 特別警戒区域内において、都市計画法第４条第12項の開発行為で当該開発行為をする土地の

（ 、区域内において建築が予定されている建築物 当該区域が特別警戒区域の内外にわたる場合においては

特別警戒区域外において建築が予定されている建築物を除く。以下「予定建築物」という ）の用途が。

制限用途であるもの（以下「特定開発行為」という ）をしようとする者は、あらかじめ、都道府県知。

事の許可を受けなければならない。ただし、非常災害のために必要な応急措置として行う行為その他の



政令で定める行為については、この限りでない。

２ 前項の制限用途とは、予定建築物の用途で、住宅（自己の居住の用に供するものを除く ）並びに高。

齢者、障害者、乳幼児その他の特に防災上の配慮を要する者が利用する社会福祉施設、学校及び医療施

設（政令で定めるものに限る ）以外の用途でないものをいう。。

( ) 浸水被害防止区域内の特定開発行為の制限4

特定都市河川浸水被害対策法

（浸水被害防止区域の指定等）

【第56条】 都道府県知事は、流域水害対策計画に定められた第４条第２項第12号に掲げる浸水被害防止

区域の指定の方針に基づき、かつ、当該流域水害対策計画に定められた都市浸水想定を踏まえ、特定都

市河川流域のうち、洪水又は雨水出水が発生した場合には建築物が損壊し、又は浸水し、住民その他の

者の生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれがあると認められる土地の区域で、一定の開発行為（都

（ ） 。 。）市計画法 昭和43年法律第100号 第４条第12項に規定する開発行為をいう 次条第１項において同じ

及び一定の建築物（居室（建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第４号に規定する居室をいう。

以下同じ ）を有するものに限る。以下同じ ）の建築（同法第２条第13号に規定する建築をいう。以下。 。

。） 、 。同じ 又は用途の変更の制限をすべき土地の区域を 浸水被害防止区域として指定することができる

（特定開発行為の制限）

【第57条】 浸水被害防止区域内において、開発行為のうち政令で定める土地の形質の変更を伴うもので

あって当該開発行為をする土地の区域内において建築が予定されている建築物（以下「予定建築物」と

いう ）の用途が制限用途であるもの（以下「特定開発行為」という ）をする者は、あらかじめ、当該。 。

特定開発行為をする土地の区域に係る都道府県（当該土地の区域が指定都市等の区域内にある場合にあ

っては、当該指定都市等）の長（第59条から第65条までにおいて「都道府県知事等」という ）の許可。

を受けなければならない。

( ) 急傾斜地崩壊危険区域内の行為の制限5

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律

（急傾斜地崩壊危険区域の指定）

【第３条】 都道府県知事は、この法律の目的を達成するために必要があると認めるときは、関係市町村

長（特別区の長を含む。以下同じ ）の意見をきいて、崩壊するおそれのある急傾斜地で、その崩壊に。

より相当数の居住者その他の者に危害が生ずるおそれのあるもの及びこれに隣接する土地のうち、当該

急傾斜地の崩壊が助長され、又は誘発されるおそれがないようにするため、第７条第１項各号に掲げる

行為が行なわれることを制限する必要がある土地の区域を急傾斜地崩壊危険区域として指定することが

できる。

（行為の制限）

【第７条】 急傾斜地崩壊危険区域内においては、次の各号に掲げる行為は、都道府県知事の許可を受け



なければ、してはならない。ただし、非常災害のために必要な応急措置として行う行為、当該急傾斜地

崩壊危険区域の指定の際すでに着手している行為及び政令で定めるその他の行為については、この限り

でない。

一 水を放流し、又は停滞させる行為その他水のしん透を助長する行為

二 ため池、用水路その他の急傾斜地崩壊防止施設以外の施設又は工作物の設置又は改造

三 のり切、切土、掘さく又は盛土

四 立木竹の伐採

五 木竹の滑下又は地引による搬出

六 土石の採取又は集積

七 前各号に掲げるもののほか、急傾斜地の崩壊を助長し、又は誘発するおそれのある行為で政令で定

めるもの


